
個人情報保護宣言 
 
 
ひろしま地方創生リート投資法人（以下、「本投資法人」といいます。）は、お客さ

まの個人情報について、以下の考え方・方針に基づき、適正かつ厳正な取り扱いを実

施いたします。 
 
１．関係法令等の遵守について 
本投資法人は、個人情報保護に関係する法令その他の規範を遵守いたします。 

 
２．個人情報の取得、利用（利用目的の公表・明示等）及び開示・提供について 
（１）本投資法人は、不動産及び不動産信託受益権等を投資対象とする資産運

用に係る業務並びにその他これらに付帯関連する本投資法人の事業目的

とする業務の遂行上必要な範囲内での個人情報の適切な取得、利用及び

提供を実施いたします。 
（２）本投資法人は、個人情報の取り扱いに関し、その利用目的をあらかじめ

特定し、本投資法人の個人情報保護宣言等で公表いたします。本投資法

人の個人情報保護宣言については（ひろしま地方創生リートの個人情報

保護宣言｜個人情報保護宣言｜ひろぎんリートマネジマント｜ひろぎん

グループ｜ひろぎんホールディングスのホームページ）をご覧ください。

ただし、本投資法人とご本人との間で契約を締結すること等に伴って、

ご本人から直接書面に記載されたご本人の個人情報を取得する場合には、

その利用目的をご本人に明示又は同意を得ます。 
（３）本投資法人は、ご本人にとって利用目的が明確になるよう具体的に定め

るとともに、例えば、各種アンケート等への回答に際しては、アンケー

トの集計のためのみに利用するなど取得の場面に応じ、利用目的を限定

するよう努めます。 
（４）本投資法人が取得する個人情報は、法令に基づく場合等を除き、ご本人

の同意がない限り、あらかじめ特定した目的以外には一切利用いたしま

せん。 
（５）本投資法人が個人情報の取り扱いを外部に委託する際は、個人情報を適

切に取り扱っていると認められる委託先を選定し、委託先と委託契約を

締結し、委託先における個人情報の取扱状況を把握する等、委託先に対

して必要かつ適切な監督を実施いたします。 
（６）本投資法人が保有する個人情報は、法令に基づく場合等を除き、ご本人

の同意がない限り、第三者に開示・提供いたしません。 
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３．個人情報の安全管理措置について 
（１）本投資法人は、本投資法人が保有する個人情報を、適切かつ合理的なレ

ベルの安全対策を実施することにより、個人情報への不正アクセス、個

人情報の紛失、破壊、改ざん及び漏えい等の危険防止並びに是正を実施

いたします。 
（２）本投資法人は、本投資法人が保有する個人情報を、本投資法人の厳正な

管理の下で保管し、目的達成後、適切な時期に安全に返還又は消去いた

します。 
 

４．開示等の手続について 
ご本人の保有個人データの利用目的の通知、開示（第三者提供記録の開示を含

みます）、訂正等又は利用停止等をご請求される場合は、本投資法人が資産運用

業務を委託するひろぎんリートマネジメント株式会社（以下、「本資産運用会社」

といいます。）までお申し出下さい。所定の書面へご記入・押印していただき、

ご本人であることを確認した上で、対応いたします。なお、利用目的の通知又

は開示のご請求の場合、所定の手数料をご負担いただきます。 
 

５．苦情等の対応について 
本資産運用会社は、お客さまからご本人の個人情報に関するお問い合わせや苦

情・相談等のお申し出があった場合には、適切に対応いたします。 
 

◆個人情報に関するお問い合わせ・苦情窓口 
ひろぎんリートマネジメント株式会社 財務管理部 

住所  ：〒730-0031 

広島県広島市中区紙屋町一丁目 3番 8号 

代表取締役社長 益 裕治 

電話  ：082-207-2125 

受付時間：9時～17 時（土日祝日、および本資産運用会社所定の休日を除きます。） 

 
 
６．継続的な改善等について 
（１）本宣言は、本投資法人の執行役員及び監督役員に周知徹底いたします。 
（２）本投資法人は、本投資法人の執行役員及び監督役員に対し、個人情報の

適切な取り扱いに関する教育を実施いたします。 
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ひろしま地方創生リート投資法人における個人情報の利用目的について 
ひろしま地方創生リート投資法人は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年 5

月 30 日法律第 57 号）に基づき、お客さまの個人情報を下記業務及び利用目的の達

成に必要な範囲で利用いたします。ただし、特定の個人情報の利用目的が法令等に

基づき限定されている場合には、当該利用目的以外には利用いたしません。 
 

記 

業務内容 

 

１）不動産及び不動産信託受益権等を投資対象とする資産運用に係る業務 

２）その他上記に付帯関連する本投資法人の事業目的とする業務 

 

利用目的 

 

① 本投資法人事業（※１）に関する顧客動向分析及び商品開発等の調査分析 

② 本投資法人事業（※１）に関する利害関係者の確定及び事業推進に伴う各種案内（※２）

③ 本投資法人事業（※１）に関する営業活動（※２） 

④ 本投資法人事業（※１）に関する申込み・契約等における本人確認及び信用調査 

⑤ 本投資法人事業（※１）に関する申込み・契約等の履行に伴う各種案内（※２） 

⑥ 本投資法人事業（※１）に関する顧客満足度等のアンケート調査の案内（※２） 

⑦ 本投資法人の広報活動 

（投資法人情報の提供（※２）並びにイベント及びアンケート調査等の案内（※２）） 

⑧ 本投資法人の投資主の確定並びに投資主に対する発行投資法人としての各種案内（※２）

⑨ 投資法人への来訪者の確認及び来訪者への対応内容の記録 

⑩ 投資法人の業務への執行役員及び監督役員の採用活動（選考及び採用情報の提供（※２））

⑪ 本投資法人事業（※１）の推進及び①から⑩の利用目的の達成に必要な範囲内での 

個人情報の第三者への開示・提供 

 

但し、個人情報の提供に際して、上記の利用目的とは異なる利用目的が情報主体（本人）

に通知又は明示された場合は、その利用目的が上記の利用目的に優先します。 

 

（※１） 本投資法人事業とは、「業務内容」欄記載の業務をいいます。 

（※２） 営業活動・各種案内・各種情報の提供は、訪問、はがき・ダイレクトメールの 

送付、電話、又は電子メールの送信等の方法で行います。 

 

以 上 
 


